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○ 環境情報戦略に基づく施策のフォローアップ調査の結果（案） 

 

（１）環境情報戦略の策定経緯等 

 

平成 18 年４月、「第三次環境基本計画」が閣議決定され、環境情報戦略を策定す

ることとされた。また、平成 20 年８月、ＩＴ戦略本部が「重点計画-2008」を決定

し、「2008 年度までに、環境情報の長期的かつ総合的な基盤整備に関する基本方針

となる『環境情報戦略』を策定し、同戦略に基づく取組を開始する」こととされた。 

これらの動きを踏まえ、総合政策部会に環境情報専門委員会が設置され、環境情 

報戦略策定に向けた検討が行われるとともに、総合政策部会での審議及び関係府省

との調整を経て、平成 21 年３月、環境基本計画推進関係府省会議環境情報戦略連

絡会において環境情報戦略が決定された。同戦略においては、平成 22 年度から概

ね隔年で、「環境省は、（中略）当面優先して取り組む施策に係るものの進行管理に

必要な調査を環境基本計画に基づく施策の分野ごとの点検の一環として実施する」

こととされている。また、平成 24 年４月に第四次環境基本計画が閣議決定され、「情

報立脚型の環境行政の実現のための情報整備と活用」、「利用者のニーズに応じた情

報の提供」の２つの観点から、施策の進捗状況のフォローアップ調査を実施するこ

ととされた。 

なお、本調査（以下「フォローアップ調査」という。）は、環境情報戦略策定後、

平成 26 年度の実施に引き続き、今回が４回目になる。 

 

（２）環境情報戦略の概要 

 

環境情報戦略は、基本的方針として、以下を定めている。 
○ 環境行政に必要な情報が目的に併せて適時に利用できるような「情報基盤」

を構築すること 
○ 各情報利用者の立場に立って情報提供を図るため、情報の体系的な整理や

信頼性、正確性の確保等を図った上で、利用者のニーズに応じて適時に利用

できる情報の提供を進めること 
また、上記の基本的方針に基づいて施策を進めるに当たり、「情報立脚型の環境

行政の実現のための情報整備と活用」及び「利用者のニーズに応じた情報の提供」

の２つの観点から、以下の当面優先して取り組む施策が定められている。 
【情報立脚型の環境行政の実現のための情報整備と活用】 

① 環境と経済社会活動に関する情報収集の強化 
② 国土の自然環境に関する情報収集の強化 
③ 情報アーカイブの構築 
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④ 標準的フォーマットによる提供情報の信頼性、正確性の確保等 
⑤ 環境省と関係府省及び地方公共団体等との連携協力 
⑥ 環境情報の質の向上に向けた取組 
⑦ 環境情報の収集、整理、提供に関する国際協力ネットワークの強化・構築 
⑧ ＩＴの活用 

【利用者のニーズに応じた情報の提供】 

① 環境と経済社会活動等に関する情報の提供強化 
② 我が国における環境政策情報に関するポータルサイトの構築等 
③ 海外に対する情報発信の強化 
④ ＩＴの活用による情報提供の展開 
⑤ 環境情報の信頼性、正確性の確保等 
⑥ 情報収集の計画段階における情報提供のあり方に関する検討 
⑦ 「見える化」等のための効果的な取組方法の検討実施 
⑧ 関係団体との連携協力 

 

（３）環境情報戦略に基づく施策の進捗状況等について 

 

現状 
 

平成 21 年３月の「環境情報戦略」の策定以来、関係府省・団体が連携して同戦

略に基づく取組を進めており、過去の点検においては、我が国の環境政策に関す

るポータルサイトの構築、環境と経済の社会活動等に関する情報提供の強化、環

境省図書館所蔵資料の電子化、国際協力ネットワークの強化・構築、海外に対す

る情報発信の強化等に関する取組について、特に進展が見られた。平成 26 年度及

び平成 27 年度についても、これらの取組を継続するとともに、政府のオープンデ

ータ推進に基づき、環境情報の領域においてもオープンデータの取組が進められ

た。 

平成 27 年度の環境省の「環境にやさしいライフスタイル実態調査」によれば、

国民の環境問題に関する情報の満足度（「十分満足している」及び「まあ満足して

いる」の合計）は 22.9%となっており、調査を開始した平成 24 年度の 16.3%から

は増加したが、平成 26 年度の 33.6%からは減少した（図表１）。また、環境問題

に関する情報の項目別の満足度を見ると、「地域の環境の状態に関する情報」が

37.9%で最も高くなっており、次いで、「暮らしの中での環境保全のための工夫や

行動」（27.9%）、「日常生活が環境に及ぼす影響」（26.0%）の順となった（図表２）。 

また、平成 27 年度の環境省の「環境基本計画に係る地方公共団体アンケート調

査」によれば、地方公共団体において、地球温暖化対策など重点的に取組を実施

している分野における環境情報の整備・提供等に関する取組状況について、「広報

誌等への環境情報の掲載」が 70.4%で最も多くなっており、次いで、「ウェブサイ
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トへの掲載」（57.9%）、「環境に関するイベントを通じた提供」（40.9%）の順とな

った（図表３）。 
 

図表１．環境問題に関する情報への満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：環境省「平成 27 年度環境にやさしいライフスタイル実態調査」 

 

図表２．環境問題に関する情報への満足度（項目別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：環境省「平成 27 年度環境にやさしいライフスタイル実態調査」 



4 
 

図表３．地方公共団体において重点的に取組を実施している分野における環境情報の整備・  

提供等に関する取組状況 

出典：環境省「平成 27 年度環境基本計画に係る地方公共団体アンケート調査」 

 
取組状況 

 
今回のフォローアップ調査では、上記（２）に挙げた当面優先して取り組む施

策について、前回のフォローアップ調査からの進捗状況を調査した。具体的には、

平成 26 年度及び平成 27 年度に実施した業務、発信した情報の名称、その想定対

象者及びファイル形式等について調査を行った。 

フォローアップ調査の結果、進展が認められた主な施策及び今後の主な課題は

下記のとおりである。平成 21 年３月の環境情報戦略の策定以降、政府のオープン

データの取組や環境情報に関する各種ポータルサイトの充実等により、ワンスト

ップでの情報入手等について着実な進展が見られた。一方で、環境情報に関する

オープンデータの取組等について、今後更なる取組が必要になると認められた。 

今後は、今回のフォローアップ調査の結果を関係府省と共有し、更なる連携を

深めながら、引き続き、環境情報戦略に基づく施策を着実に推進していく必要が

ある。 

 

＜進展が認められた主な施策＞ 

 

○ 気候変動影響統計ポータルサイトの全面リニューアル 

・ 気候変動影響統計ポータルサイトについて、平成 26 年にユーザーの利便性 

向上のため、インターフェイスの抜本的な見直しなど全面リニューアルを 

実施した。その結果、月平均訪問者数が約 2.4 倍に増加した。 

 

○ 家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る全国試験調査の実施 
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・ 政府統計として初めて全国規模で家庭からの二酸化炭素の排出実態等の調

査を行うことで、世帯当たり年間排出量（約 3.5 トン）や用途別及び地域別

等の二酸化炭素の排出実態等が明らかになった。 

 

○ 生物多様性及び生態系サービスの総合評価（ＪＢＯ２）の実施 

・ これまでに蓄積された環境情報を活用し、日本における過去 50 年間の生物

多様性及び生態系サービスの推移等に関する総合的な評価を行った。その結

果、日本における生物多様性の状態は、依然として長期的に悪化傾向にある

とともに、生態系サービスの多くは減少又は横ばいで推移していることが明

らかとなった。 

 

○ 環境経済情報ポータルサイト内「環境ビジネス総合情報サイト」の開設 

・ 環境経済情報ポータルサイト内に、先進的な環境ビジネスを展開する企業

の経営実態や成功要因等について紹介する「環境ビジネス総合情報サイト」

を開設した。 

 

○ 環境省ホームページにおけるコンテンツ・マネージメント・システム（ＣＭ

Ｓ)の導入 

・ 環境省ホームページの改善に関する調査の結果、平成 26 年度にコンテン

ツ・マネージメント・システム（ＣＭＳ)の導入を行った。その結果、これま

で外部委託業者が作成し公開していたコンテンツを原課担当者がＣＭＳにて

直接作成することが可能となり、コンテンツの公開を１日以上短縮すること

ができた。 

 

○ ウェブ上で自然環境保全基礎調査等のＧＩＳデータを閲覧・利用できる「自

然環境調査Ｗｅｂ－ＧＩＳ」の整備・公開 

・ ユーザーがウェブ上で自然環境保全基礎調査等のＧＩＳデータを簡単に閲

覧出来るだけでなく、簡単な解析まで実施することが可能な自然環境調査Ｗ

ｅｂ－ＧＩＳを整備・公開し、情報提供機能を強化した。 

 

＜今後の主な課題＞ 

 

○ 「オープンデータ 2.0」（平成 28 年５月 20 日ＩＴ総合戦略本部決定）等、政

府のオープンデータ推進の取組に基づき、環境省をはじめ、関係府省が連携し

て環境情報に関するオープンデータの取組を強化する必要がある。その際、オ

ープンデータとセキュリティ対策の両立を図るとともに、過去に遡ったオープ

ンデータへの対応、気候変動分野のオープンデータの強化、環境研究総合推進

費等による研究成果のオープンデータへの対応等を進める必要がある。 
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○ 環境情報の利用者のニーズや不満、利活用状況等を的確に把握するとともに、

それらの結果を評価・検証し、ＰＤＣＡサイクルをしっかり回すことで、利用

者ニーズに応じた情報発信を強化する必要がある。 

 

○ 国や地方公共団体等からの正確な環境情報の提供にとどまらず、民間・市民

セクターが保有する環境情報を含め、多様な主体が互いの環境情報を共有し、

相互に利活用が進められるような協働型の仕組みづくりを検討する必要があ

る。 

 

○ 環境省ホームページについて、情報の更新の即時性の確保、海外に対する戦

略的な情報発信の強化、ＳＤＧｓに関する情報発信の強化等を進める必要があ

る。 

 

○ 本情報戦略に基づく施策の進捗状況、政府のオープンデータ推進の加速化等

環境情報を巡る状況の変化、利用者のニーズ等を踏まえ、次期環境基本計画の

検討と合わせて、総合化された環境情報の提供等の推進等により寄与できるよ

うにするため、本情報戦略の見直しに向けた検討を行う必要がある。 

 


